
別紙１の１

商用運航の実現に資する事業補助金　事業計画書

標記について、以下のとおり関係書類を添えて提出します。

１　代表申請者の情報
	企業の概要
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	担当者役職・氏名
	

	
	ホームページ
	

	
	電話／ＦＡＸ
	
	E-mail
	

	
	資本金
	　　　　　　　　　円
	従業員数
	　　　　　　　　人

	
	事業内容
（２行程度）
	




２　事業計画内容
	(1)事業名称
	

	(2)事業実施場所
	

	(3)事業実施期間
	

	(4)事業の概要
	（５行程度で記載すること）






	(5)事業の内容と計画等
	① 商用運航の実現に資する事業で実施する事業計画の概要【計画性】
· 商用運航までの全体計画を示したうえで、令和８年度空飛ぶクルマ事業化準備事業として実施する内容を記載すること
· 事業メニューが複数ある場合には、取組①、取組②等、分けて記載すること
· 本県で商用運航の実現可能性が合理的に説明されていること（機体メーカーと型式認証取得時期など商用運航の実装時期に影響する観点を明記すること）
· 他の補助金も交付を受ける場合、その補助金で取り組む内容も記載しながら、本補助金と切り分けていることを示すこと

	
	



















	
	② 商用運航を実現するにあたり、本事業を実施する目的、課題、事業効果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【必要性・妥当性】
· 商用運航の実現に対し本事業での取組が必要なものであることを示すこと
· 商用運航の実現への課題が適切に分析され、効果的に解決するアプローチが具体的に記載すること
· 商用運航の実現により関連産業への波及など県経済に裨益するものであることを示すこと

	
	

















	
	③ 商用運航先に関する情報【県内事業者の参画】
· 本事業で取組を行う予定している商用運航先について、関係者との調整状況（特に県内事業者）を記載すること）

	
	
















	(6)事業の実施体制と役割分担

	代表申請者、共同事業者、協力事業者の各主体の具体的な実施内容及び経費負担
【実施体制・連携】

＜共同事業者＞
	事業者名
	所在地
	具体的な実施内容及び経費負担

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 行数が足りない場合は、適宜追加ください

＜協力事業者＞
	事業者名
	所在地
	具体的な協力内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 行数が足りない場合は、適宜追加ください


	(7)スケジュー　　　
　 ル




	事業開始から終了までの取組スケジュール
（取組項目と実施主体について簡潔に記載すること。）

	取組項目
	～R8.7
	R8.8～R8.10
	R8.11～R9.1
	R9.2～R9.3

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	





































３　経費配分案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	細目
	補助事業に
要する経費
	補助事業申請額
	備　　　　考

	事業メニュー①：

	設備備品費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業メニュー②：

	設備備品費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業メニュー③：

	設備備品費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	


４　他の補助金等の申請状況について
同一事業で、国や地方公共団体、独立行政法人等の公的な補助金・助成金等について申請中又は申請予定の場合は、その名称等を記載してください。
今回申請する事業に対して他の公的な補助金、助成金等の交付を受けている場合、又は受けることが決まっている場合で、その補助金、助成金等の対象経費と本補助金の対象経費を明確に区分できる場合、かつ同一事業の中において、事業内容の一部が空飛ぶクルマの県内実装に直結する取組とその他の取組と明確に区分できる場合は申請を認めるが、「２　事業計画内容（4）事業の概要」において、他の公的な補助金、助成金等で取り組む内容も明示すること。
	公的な補助金・
助成金等の名称等
	

	申請（予定）日
	　年　　月　　日
	交付決定予定日
	　年　　月　　日

































